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平成 2 4 年 3 月 2 1 日

都区のあり方に関する検討状況について

H18.11.14
特別区長会
総会

コ今後の都区のあり方につき、事務配
分、特別区の区域、税財政制度などを
根本的かつ発展的に検討する場である
「都区のあり方検討会」での協議結果
を集約した 「とりまとめ結果」を了承

H18,11.14 都区協議会
(書面による会議)
「都区のあり方検討委員会」の設置を
決定

H19.1.31

第 1 回
都区のあり方
検討委員会 ・

幹事会 (台
同)

コ都区のあり方について、平成 20年
度末を目途に、 「事務配分」 「区域の
あり方ど 「税財政制度」を検討の上、
基本的方向を都区協議会に報告するこ
とを確認

H19.6.15
第 2回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
コ都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H19.6.26

第 2回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

8今後の幹事会の進め方についての確
認
口地方分権改革関連及び最近の都区を
取り巻く状況についての意見交換

H19.7.24

第3回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・「事務配分の検討の流れ等について
(案)」 のとりまとめ
口「検討対象事務を選定するための基
準 (案)」 のとりまとめ
・「移管すべき事務を選定するための
基準 (案)と の都案、区案について検
討

H19.8.29

第4回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・東京都から事務リス トの提示 (対象
事務数 461)
B第 3回 にとりまとめた 「検討対象事
務を選定するための基準」により事務
のリス トの整理



第 5回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・事務のリス トについて区側から修正
(府県事務のうち、条例による事務処
理の特例によつても移管できないこと
が明らかな事務 17事 務を除く。対象
事務444と なる)
= r移管すべき事務を選定するための
基準について (案)」 のとりまとめ
'2年 後の 「基本的方向」とりまとめ
のイメージと検討 スケジュニルについ
ての検討
・市町村合併をめぐる状況等について
都側説明

H19.9.19

・幹事会報告の了承
B今後の検討の進め方につき、事務配
分と区域のあり方を平行したい旨都側
から意見
8東京富裕論にういてのフリエ トTキ
ング

H19.10.10
第 3回
都区のあり方
検討委員会

・第 3回 都区のあり方検討委員会の結
果報告              ′
・特別区の区域のあり方の視点につい
て都側説明
・地方税収格差問題をめぐる国会の反
論等につき、都側及び区側説明

H19.10.29

第 6 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

=特別区の区域のあり方の論点につい
て都側説明
B具体的な事務配分の検討 (上水道、
公共下水道に関する事務)

H19.11.22

H19.12,17

第 8回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・前回に続き、具体的な事務配分の検
討 (上水道、公共下水道に関する事務
については、都区双方で引き続き調査
検討の上、全体を再度調整する際に整
理を行うこととした。都市計画決定に
関する事務など7項 目については、都
の考えが示されていないため(20年
4月 に検討)
・特別区の区域のあり方に関する参考
論点について区側説明
B第二次特別区制度調査会報告につい
て区側説明

2



H20.1.22

第 9回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

8検討委員会への検討状況の報告のと
りまとめ

H20.3.19

第 1 0 回
都区のあり方
検討委員会
幹事会

(書面による会議)
・都区のあり方検討に関する今後の進
め方について
日都区のあり方検討委員会への報告内
容の変更

H20.4.18
第4回

都区のあり方
検討委員会

口都区のあり方検討委員会幹事会報告の
了承
口20年 度都区のあり方検討委員会幹
事会の検討
事項について
・都区を取り巻く状況についての意見
交換

H20.4.24

第 1 1 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

第4回都区のあり方検討委員会報告
具体的な事務配分の検討について
特別区の区域のあり方について

H20.5.29

第 1 2 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口具体的な事務配分の検討について
コ特別区の区域のあり方について

H20.6.26

第 13回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について
特別区の区域のあり方について
税財政制度について

H20,7.16
第5回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
口都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H20.7.31

第 1 4 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

田具体的な事務配分の検討について
口特別区の区域のあり方について
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H20.9.3

第 15国

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
日特別区の区域のあり方について

H20.10.2

第 1 6 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
・特別区の区域のあり方について

H20.11.13

第 1 7 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について
特別区の区域のあり方について

H20,12.17

第 1 8 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口具体的な事務配分の検討について
・特別区の区域のあり方について
コ都区のあり方検討委員会幹事会

・
平

成20年 度の検討状況のとりまとめに
ついて

H21.1.20

第 1 9 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

B具体的な事務配分の検討について
日都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて 、

H21.2.2
第6回

都区のあり方
検討委員会

口都区のあり方検討委員会幹事会から
の報告
,都区のあり方検討委員会幹事会の検
討事項

H21.4.27

第 2 0 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

,都区のあり方検討委員会幹事会の構
成員について
,第 6回都区のあり方検討委員会につ
いて
B事務配分の検討について
コ分権改革関連の動きについて
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H21.6=29

第 2 1 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口都区のあり方検討委員会の委員の異
動について
・具体的な事務配分の検討について
口都区制度四分権改革関連の動き等に
ついて

H21,7,30

第 2 2 回
都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会の委員の異
動について
コ具体的な事務配分の検討について
い都区制度 E分権改革関連の動き等に
ついて

H21.12.22

第 23回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

8今後の事務配分の検討の進め方につ
い1ご
=具体的な事務配分の検討について
・都区制度 J分権改革関連の動き等に
ついて
・都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて

H22.2t8
第 7回

都区のあり方
検討委員会

―都区のあり方検討委員会幹事会から
の報告
・都区のあり方検討委員会幹事会の検
討事項

H22.4.1
第 8回
都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
口都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H22.5.31

第 24回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会の委員の異
動及び幹事会の構成員の異動について
日第 7回 都区のあり方検討委員会につ
いて
・具体的な事務配分の検討について
,都区制度 B分権改革関連の動き等に
ついて

H22.6.29

第 25回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
日都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて
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H22.7.16
第 9回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H22.8.31

第 2 6 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口都区のあり方検討委員会の委員の異
動及び幹事会の構成員の異動について
・具体的な事務配分の検討について
,都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H22.10,27

第 2 7 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
日都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H23.1=19

第 2 8 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口事務配分の検討について

H23.4.28
第 1 0 回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23.5.16
第 1 1 回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
口都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23.9.16
第 1 2 回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
口都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23.11.24

第 2 9 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

8都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて

H23.12.19
第 1 3 回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会平成
22年 度検討状況報告等について

【資料可】
都区のあり方検討委員会
確認事項
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資料 1

平成23年 12月 19日

都区のあり方検討委員会

1 都 区のあり方検討委員会幹事会平成22年 度検討状況報告について

都区のあり方検討委員会幹事会座長から報告のあった、都区のあり方

検討委員会幹事会の平成 22年 度の検討状況については、これを了承す

る。

2 児 童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討について

昨今の都内における児童虐待死事件等の発生や児童虐待相談対応件数

の急増は、非常に憂慮すべき事態である。児童相談行政のあり方につい

ては、それを担 う都と区が協力し、都区間の連携や体制等について、幅

広く検討すべき課題となっている。

このため、この都区のあり方検討委員会とは切り離して、今後の検討

の進め方等について都区間で協議し、別途整理していく必要がある。

項事認確
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資料2

「東京の自治のあり方研究会J設置期間の延長について  .

(案〕東京の自治のあり方研究会の設置期間を当面平成25年3月31軍まで撃長する。

(現在.平成24年3月31日まで延長)

《参考》                             ・

f東京の自治のあり方研究会』設置要綱_(抜粋)

東京の自治のあり方研究会設置要綱

平成21年 9月 4日  東  京  都
平成21年 3月 7日  特 別区長会

`                         平 成21年 8月 25日  東 京都市長会
平成21年 7月 28日  東 京都町村会

(趣旨)

第 1 将 来の都制度や東京の自治のあり方について、都と区市町村共同の調査研究を行うた
め、東京の自治のあり方研究会 (以下 「研究会」という。)を設置する。
(設置期関)
第2 研 究会の設置期間は、第1回研究会開催の日から2年間とする。ただし、東京都、特別
区長会、東京都市長会及び東京都llr村会 (以下 「4団体」という。)の長は、協議により期間
を延長スは短縮することができる。        、

ギ東京の自描びれt踊 究鋼t委島,鮮虜|五年1ぶ,頑顧喪繭覇

く学識経験者 (7名 )>

キ出 久 仁彦 (明治大学政治経済学部教授)、大杉 覚 (首都大学東京大学院社会科学研究科教授)、
金井 利 之 (東京大学大学院法学政治学研究科教授)、神橋 一 彦 (立教大学法学部教授)、
辻 琢 也 (座長、一橋大学大学院法学研究科教授)、土居 丈 朗 (慶鷹義塾大学経済学部教授)、
沼尾 波 子 (宮本大学経済学部教授)

<行 政実務書 (10名 )>

【都】 総 務局行政部長(副座長)、総務局区市町村制度担当部長 総ヽ務局多摩島しょ搬 担当部長、
知事本局自治制度改革推進担当部長

【区】 江 戸サti区経営企画部長 (監事)、特別区長会事務局次長

【市】 八 王子市総合政策部長、昭島市企画部長

【町村】瑞穂町企画部長、東京都町村会事務局長               、

の自治のあり

第1回 (H21.11.5) 東 京を取り巻く状況について①(給論)

第2回 (H22.2.3) 東 京を取り巻く状況について②(社会状況及び行政需要の変イLl

第3回 (H22.5.19) 東 京を取り巻く状況について③(社会状鴻及び行政需要の変化)

第4回 (H22.7.27) 東 京を取り巻く状況について④(社会状況及び行政需要の変化のまとめ)

第5回 (H22.10,21) 東 京を取り巻く状況について⑤(財政面及び機員数を含めた行政体制の分析)
第6回 徳24.1,31) 東 京を取り巻く状況について⑥(東日本大震災後の状況変化等)


